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捜査判決？」法学研究 91 巻 1 号（2018 年）3-6 頁を参照した。
⑹　東京地判昭 39 年 9 月 28 日下民集 15 巻 9 号 2317 頁。
⑺　佐藤幸治「プライヴァシーの権利（その公法的側面）の憲法論的考察」『現代国



























⑻　最大判昭和 44 年 12 月 24 日刑集 23 巻 12 号 1625 頁。
⑼　大阪地判平成 6 年 4 月 27 日判時 1515 号 116 頁。
⑽　星周一郎「防犯カメラ・ドライブレコーダー等による撮影の許容性と犯罪捜査・































































































⑶　EU における AI 規制とデータ保護政策
　① AI に関する白書
2020 年 2 月 EU 委員会は、データ戦略、セキュリティと責任の問題に
関する報告書、AI に関する白書からなるデジタル戦略を発表した⒇。白書
で EU 委員会は、高リスクのアプリケーションに対する拘束力のある法的












防御権保障に関するものを中心に－」広島法学 35 巻 2 号（2011 年）87-122 頁。
⒅　GDPR について、拙稿・前掲註⑾・77 頁以下参照。
⒆　2019 年 4 月 8 日、EU 委員会によって信頼できる AI のための倫理ガイドライン（AI
原則）が示された。以下のホームページから、EU 加盟国各言語で参照可。https://
digital-strategy.ec.europa.eu/en/library/ethics-guidelines-trustworthy-ai












的な主体による顔認証技術の使用は、一定期間（例えば 3 年から 5 年）は
禁止し、この技術の影響を評価するための健全な方法論と、可能なリスク
管理方法の開発等を行う計画があったが、これは結局のところ見送られた。




































サミットの警備に際して、15157 件の映像データ及び 16480 件の写真
データ、計 17 テラバイトに及ぶデータがハンブルク警察によって取得さ
れた（第一段階）。これらは、警察が独自に撮影・録画したもの、警察に
提供された私的録画、G20 サミット前後の 5 日間に 8 つの異なる都市高
速鉄道（S-Bahn）の駅で撮影されたすべての監視カメラの映像から成る。
警察や個人の録音は、データベースに入力する前にスクリーニングされた
　例えば、Heckmann, Editorial16/2020- Gesichtserkennung muss streng reguliert warden, 
jurisPR-ITR 16/2020 Anm. 1.






















































































































　BVerfGE 150, 244 = NJW 2019, 827
　本判決に関する日本語文献として、實原隆志「判例研究 自動車ナンバー認証シス
テムの合憲性 : ドイツ連邦憲法裁判所・第二次「N システム」決定［連邦憲法裁判


























































　EU の顔認証技術利用原則禁止について、朝日新聞デジタル版 2021 年４月 22 日
配信。https://www.asahi.com/articles/ASP4Q3QHNP4QULFA002.html
　星・前掲註⑽・54 頁。





























　最大判平成 29 年 3 月 15 日刑集 71 巻 3 号 13 頁。
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